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$ 2 名古屋大学におけるアジア諸国の国家中枢人材養成プログラム　─海外サテライトキャンパス設置を通じて、 
世界と競う大学を形成─
・ 名古屋大学では、これまでアジア地域において、法政国際教育協力センター（CALE）の法整備に係る人材育成の
プログラムや、医学部のヤングリーダーズプログラム等を提供し、修士の学位を取得させることにより、各国の副
大臣、大臣秘書官、局長クラスなどアジア諸国の政府等機関の幹部候補者の育成に貢献。

・ 彼らの中にはさらに博士の学位取得を希望する者が少なくないにも関わらず、①途上国の行政官等を対象とした
博士の学位取得のための我が国のプログラムがほとんど無いこと、②各国の政府幹部等は長期に職場を離れられ
ないこと、等からその機会は極めて少ない。

・ 当該状況を踏まえ、名古屋大学ではこれまでのアジア地域における他に類のない実績と経験を活かし、各国政府幹
部等に対して、長期に職場を離れることなく博士の学位取得を可能とする「名古屋大学アジアサテライトキャンパ
ス」と本邦キャンパスとの連携によるハイブリッド型プログラムを構築。


$ 3　名古屋大学アジアサテライトキャンパス学院（構想図）
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の特色を見てとることができる。これまでのサテライ
トキャンパスでは、名古屋大学と当該国との二国間に
係る教育活動が中心であったが、ロスバニョス校では、
国際的な共同研究及びアセアン共同体の人材養成とい
う二つの機能が新たに加わったのである。特に、2015
年末のアセアン共同体の発足とともにアセアン共同体
内の大学間の連携協力が急速に進むことを考えると、
国際的な共同研究が展開されること、及び、アセアン
共同体全体の生命農学分野の人材養成に参画すること
は、極めて意義深い国際貢献といえる。
第二に、迅速・システマティックな成立過程である。

フィリピンサテライトキャンパスの成立過程はこれま
でとは異なる過程を経ている。フィリピンサテライト
キャンパスの設立は、平成26（2014）年12月20日の名
古屋大学全学同窓会フィリピン支部設立総会にさかの
ぼる。名古屋大学の当初計画では、フィリピンにはサ
テライトキャンパス設置の予定はなかったが、同窓会
の中でその必要性が提起された。それを受け、ロスバ
ニョス校カマチョ大学院研究科長とセディコール・サ
テライトキャンパス特任教授のコンビが、1年間で成
し遂げた快挙である。また、過去のサテライトキャン
パス設立においては、当該国の教育大臣の強い指導力
や名古屋大学卒業生の政治力が大きな力となった。し
かしながら、カマチョ研究科長及びセディコール教授
は、ボトム・アップ方式で関係者の理解と協力を得る
という、正攻法で本事業をスタートさせた。より継続
的な協力関係を維持するためには、このようなボトム・
アップの手続が望まれる。

アジアサテライトキャンパスを超えて

アジアサテライトキャンパス学院の活動は、各国で
高い評価を得ているが、新たな要請が提起されている。
例えば、ウズベキスタンでは、大学教員の再教育の

ためのセンターを15か所設置して、大学教育の質の
向上を目指しているが、その再教育への協力要請が日
本に寄せられている。また、ラオスでは、大学教員の
博士号保有者が1割程度であり、それを大幅に改善す
るべく、大学教員の博士号取得についての支援を求め
てきている。さらに、ベトナムにおいても、サテライ
トキャンパスを大学教員の再教育に活用できないかと
の質問が寄せられている。このような要請を踏まえる
と、サテライトキャンパス学院事業の対象に大学教員
を含むことは必要と考えられる。国家の中枢人材であ
る公務員の養成は、それなりに重要であり、それぞれ
の国の行政の発展に大きく資するものがある。一方、

大学教員を対象とすることは、その教員がその後多く
の学生を教育することを考えると、人材養成の広まり
という意味で意義が大きい。
また、ウズベキスタン政府からは、ウズベキスタン・

日本青年技術革新センターの設立に全面的な協力を求
める要請を受けている。先端的技術の経済・産業への
応用に関する日本の経験をウズベキスタンの理工系の
若い研究者・学生に移転するというものである。ウズ
ベキスタンの頭脳流失を防ぐのみならず、ウズベキス
タンの産業振興にも資する。安倍首相のウズベキスタ
ン公式訪問（平成27（2015）年10月24 ～ 26日）におい
て、「日本側は、タシケント工科大学にウズベキスタ
ン・日本青年技術革新センターを設立するとのウズベ
キスタン側のイニシアティブを歓迎」（共同声明より）
するとして、検討が進んでいるものである。研究分野
としては、機械工学、エネルギー技術、資源工学（石
油、天然ガス、地質工学）、化学があげられている。現
在両国の大学の理工系研究者が相互の大学や研究所を
訪問し、相互理解を深めるとともに、人材養成の具体
的方策や、共同研究の可能性について議論を進めてい
る。名古屋大学は法整備支援においてはウズベキスタ
ンで長い経験を有しているが、理工系の協力事業は初
めてである。本事業については、ウズベキスタンの政
治システムとの調整、科学技術、教育研究の現状認識
についての両国間の乖離、ソビエト型の大学システム
（教育は大学、研究はアカデミー）からの脱却、日本の
研究者が参加するための動機づけ等、様々な新しい課
題があるが、名古屋大学が蓄積してきた法整備支援の
経験が生きるものと考え、名古屋大学が筑波大学と共
同で日本側の窓口として本事業に対応している。
このように、名古屋大学のアジア展開はアジアサテ

ライトキャンパス学院も含め、名古屋大学とアジア各
国の大学との交流・共同研究の一過程である。これは
越えられるものである。公務員の人材養成が大学教員
の養成に、法整備支援が理工系教育の移転に、それぞ
れ進化していっているのである。このほかにも今後さ
まざまな共同研究・教育交流の提案が双方より生まれ
てくるものと予想されるが、常に変化する国際的な状
況を踏まえ、人類の知的資産の「蓄積・伝達・創造」
を基本に、そして、そのためにも多様性を求め、多様
性の融合の中から新たな知が創造される過程を大切に
し、海外の大学と交流していくことは意義があると確
信している。
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終わりに

機能別分化による市場原理の導入は農学には似つか
わしくなく、それよりも、分かち合う共同体として地
球を守り、育てていくのが農学の使命と考える。名古
屋大学がアジアのハブ大学を目指すという意味は、分
かち合う共同体の一助になりたいという名古屋大学構
成員のささやかな願いの意思表明である18)。
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